
平成２９年度
生活困窮者自立支援制度の実施状況調査

集計結果

厚生労働省社会・援護局
地域福祉課生活困窮者自立支援室



調査の目的

全国の福祉事務所設置自治体における事業実施状況を国において把握し、その調査結果

を自治体へ提供することにより各自治体における取組の推進に資することを目的とする。

主な調査内容

１．自治体の基礎データ

２．法に規定する事業の実施状況

３．自立相談支援事業、就労準備支援事業、家計相談支援事業における支援員の配置状況

調査時点

平成２９年４月１日

調査期間

平成２９年４月５日（水）～４月２１日（金）

回収率

100％

1

調査の概要



2

就労準備支援事業 一時生活支援事業

家計相談支援事業 子どもの学習支援事業

１ 任意事業の実施状況 （※実施予定を含む）

○ 平成２９年度の任意事業の実施自治体数は、前年度の実施自治体数と比較して、全事業において増加している。
（自治体別の状況は別添のとおり）
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（出典）平成27年度と平成28年度の実績は生活困窮者自立支援室調べ。

100自治体

244自治体
（27%）

353自治体
（39%）

393自治体
（44%）

0
100
200
300
400
500
600

H26年度
（モデル事業）

H27年度 H28年度 H29年度

57自治体

176自治体
（20%）

229自治体
（25%）

256自治体
（28%）

0
100
200
300
400

500
600

H26年度
（モデル事業）

H27年度 H28年度 H29年度

80自治体

200自治体
（22%）

302自治体
（33%）

362自治体
（40%）

0
100
200
300
400
500
600

H26年度
（モデル事業）

H27年度 H28年度 H29年度

184自治体

301自治体
（33%）

417自治体
（46%）

504自治体
（56%）

0
100
200
300
400
500
600

H26年度
（モデル事業）

H27年度 H28年度 H29年度



25%
18%

53%

14%

53%

21% 29%
12%

40%

15%

32%
45%

62%

30%

81%

36%

0%

20% 29%

65%
55%

46%36%

88%

71%

25%
37%

17%

36%

20%
28%

47%
42% 39%

47%

67%

22%
8%

58%
59%

45%

20%

100%

73%

20%27%

33%

0%

25%

50%

75%

100%

①
北
海
道
（n=36

）

②
青
森
県
（n=11

）

③
岩
手
県
（n=15

）

④
宮
城
県
（n=14

）

⑤
秋
田
県
（n=15

）

⑥
山
形
県
（n=14

）

⑦
福
島
県
（n=14

）

⑧
茨
城
県
（n=33

）

⑨
栃
木
県
（n=15

）

⑩
群
馬
県
（n=13

）

⑪
埼
玉
県
（n=41

）

⑫
千
葉
県
（n=38

）

⑬
東
京
都
（n=50

）

⑭
神
奈
川
県
（n=20
）

⑮
新
潟
県
（n=21
）

⑯
富
山
県
（n=11

）

⑰
石
川
県
（n=12

）

⑱
福
井
県
（n=10

）

⑲
山
梨
県
（n=14

）

⑳
長
野
県
（n=20

）

㉑
岐
阜
県
（n=22

）

㉒
静
岡
県
（n=24

）

㉓
愛
知
県
（n=39

）

㉔
三
重
県
（n=16

）

㉕
滋
賀
県
（n=14

）

㉖
京
都
府
（n=16

）

㉗
大
阪
府
（n=35

）

㉘
兵
庫
県
（n=30

）

㉙
奈
良
県
（n=14

）

㉚
和
歌
山
県
（n=10

）

㉛
鳥
取
県
（n=18

）

㉜
島
根
県
（n=19

）

㉝
岡
山
県(n=19

）

㉞
広
島
県
（n=23

）

㉟
山
口
県(n=15

）

㊱
徳
島
県
（n=9

）

㊲
香
川
県
（n=9

）

㊳
愛
媛
県
（n=12

）

㊴
高
知
県
（n=12

）

㊵
福
岡
県
（n=29

）

㊶
佐
賀
県
（n=11

）

㊷
長
崎
県
（n=15

）

㊸
熊
本
県
（n=15

）

㊹
大
分
県
（n=15

）

㊺
宮
崎
県
（n=10

）

㊻
鹿
児
島
県
（n=22

）

㊼
沖
縄
県
（n=12

）

44%

18%

67%

29% 33% 29%29%

6%
13%

15%
32%

50%
62%

40%

81%

45%42%
60%

7%

85%

27%

54%
36%

56%

71%

100%
86%

53%

14%

30%

50%

32%
37%

17%
33%

44%
44%

17%

42%34%

27%
13%

100%

53%

20%

41%
50%

0%

25%

50%

75%

100%

①
北
海
道
（n=36

）

②
青
森
県
（n=11

）

③
岩
手
県
（n=15

）

④
宮
城
県
（n=14

）

⑤
秋
田
県
（n=15

）

⑥
山
形
県
（n=14

）

⑦
福
島
県
（n=14

）

⑧
茨
城
県
（n=33

）

⑨
栃
木
県
（n=15

）

⑩
群
馬
県
（n=13

）

⑪
埼
玉
県
（n=41

）

⑫
千
葉
県
（n=38

）

⑬
東
京
都
（n=50

）

⑭
神
奈
川
県
（n=20

）

⑮
新
潟
県
（n=21

）

⑯
富
山
県
（n=11

）

⑰
石
川
県
（n=12

）

⑱
福
井
県
（n=10

）

⑲
山
梨
県
（n=14

）

⑳
長
野
県
（n=20

）

㉑
岐
阜
県
（n=22

）

㉒
静
岡
県
（n=24

）

㉓
愛
知
県
（n=39

）

㉔
三
重
県
（n=16

）

㉕
滋
賀
県
（n=14

）

㉖
京
都
府
（n=16

）

㉗
大
阪
府
（n=35

）

㉘
兵
庫
県
（n=30

）

㉙
奈
良
県
（n=14

）

㉚
和
歌
山
県
（n=10
）

㉛
鳥
取
県
（n=18
）

㉜
島
根
県
（n=19

）

㉝
岡
山
県(n=19

）

㉞
広
島
県
（n=23

）

㉟
山
口
県(n=15

）

㊱
徳
島
県
（n=9

）

㊲
香
川
県
（n=9

）

㊳
愛
媛
県
（n=12

）

㊴
高
知
県
（n=12

）

㊵
福
岡
県
（n=29

）

㊶
佐
賀
県
（n=11

）

㊷
長
崎
県
（n=15

）

㊸
熊
本
県
（n=15

）

㊹
大
分
県
（n=15

）

㊺
宮
崎
県
（n=10

）

㊻
鹿
児
島
県
（n=22

）

㊼
沖
縄
県
（n=12

）

3

平成２９年度における全国の実施割合は、それぞれ、就労準備支援事業は44％、家計相談支援事業は40％、一時生活支援事業は28％、

子どもの学習支援事業は56％となっている。都道府県別の状況を見ると、以下のとおり。

１－２ 任意事業の実施状況 （都道府県別の実施割合（※実施予定を含む））

就労準備支援事業 実施割合

家計相談支援事業 実施割合

全国実施割合 44％

全国実施割合 40％
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１－２ 任意事業の実施状況 （※実施予定を含む）

一時生活支援事業 実施割合

子どもの学習支援事業 実施割合

全国実施割合 28％

全国実施割合 56％
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全国実施割合 42％

１－２ 任意事業の実施状況 （※実施予定を含む）

４事業合計 実施割合



○ 自立相談支援事業の運営方法については、直営方式との併用を含めて63.4％の自治体が委託により実施している。委託先は
社会福祉協議会が77.3％と最も多く、次いでＮＰＯ法人（11.4％）や社会福祉法人（社協以外）（8.4％）となっている。

○ 約半数（54.7％）の自治体が被保護者就労支援事業と一体的に実施している。

（３）被保護者就労支援事業との一体的実施

（１）運営方法

※ 一体的実施とは、同一法
人に委託している場合や、
いずれも直営で実施してい
る場合等を指す

（２）委託先（複数回答）ｎ＝902 ｎ＝572

ｎ＝902

6

２－１－（１） 各事業の実施状況 【自立相談支援事業（運営方法）】
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している

54.7%
していない

44.5%

未回答

0.9%

直営（38.0%）

直営（36.6%）

委託（52.0%）

委託（53.7%）

直営＋委託

（10.0%）

直営＋委託

（9.7%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ２８年度

Ｈ２９年度



7

２－１－（２） 各事業の実施状況 【自立相談支援事業（支援員の役割）】

97.3%

77.5%

65.1%

85.2%

0% 50% 100%

97.5%

79.2%

81.2%

84.4%

0% 50% 100%

98.9%

13.6%

39.1%

55.1%

0% 50% 100%

85.8%

87.0%

90.6%

92.0%

0% 50% 100%

99.8%

8.6%

49.8%

40.4%

0% 50% 100%

58.2%

96.0%

69.2%

81.4%

0% 50% 100%

相談支援全般

相談支援業務のマネジメント、
職員育成

社会資源開拓（就労・参加の場の
開拓等）

住民への制度周知や関係機関と
の関係づくり等の渉外業務

相談支援全般

相談支援業務のマネジメント、
職員育成

社会資源開拓（就労・参加の場の
開拓等）

住民への制度周知や関係機関と
の関係づくり等の渉外業務

相談支援全般

相談支援業務のマネジメント、
職員育成

社会資源開拓（就労・参加の場の
開拓等）

住民への制度周知や関係機関と
の関係づくり等の渉外業務

主任相談
支援員

相談
支援員

就労
支援員

支援困難事例への対応

就労支援を伴う事例への対応

家庭訪問支援を伴う対応

関係機関への同行訪問を伴う対応

支援困難事例への対応

就労支援を伴う事例への対応

家庭訪問支援を伴う対応

関係機関への同行訪問を伴う対応

支援困難事例への対応

就労支援を伴う事例への対応

家庭訪問支援を伴う対応

関係機関への同行訪問を伴う対応

支援員の役割 「相談支援業務全般」の内訳

内訳

内訳

内訳

ｎ＝896 ｎ＝872

ｎ＝897 ｎ＝887

ｎ＝888 ｎ＝886



38.2% 24.1% 31.7%

61.8% 75.9% 68.3%

0%
20%
40%
60%
80%

100%

就労準備

支援事業

実施自治体

就労準備

支援事業

未実施自治体

合計 作成していない

作成している

19.7% 11.7% 14.9%

74.0% 85.7% 80.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

就労準備

支援事業

実施自治体

就労準備

支援事業

未実施自治体

合計

実施予定なし

実施予定

申請中

実施中

○ 「自治体として」「自立相談支援機関として」いずれの場合においても、就労準備支援事業を実施している自治体の方が、
無料職業紹介を実施している割合が高い。

○ 無料職業紹介を実施している場合、就労準備支援事業実施自治体の方が、未実施自治体に比べて、相談者の状態に合わせた
求人をオーダーメイドで作成できている。

ｎ＝843
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２－１－（３）各事業の実施状況 【自立相談支援事業（無料職業紹介の実施状況）】

26.9% 11.1% 17.6%

62.7%
83.3% 74.9%

0%
20%
40%
60%
80%

100%

就労準備

支援事業

実施自治体

就労準備

支援事業

未実施自治体

合計

実施予定なし

実施予定

申請中

実施中 48.4%
30.9% 41.9%

51.6%
69.1% 58.1%

0%
20%
40%
60%
80%

100%

就労準備

支援事業

実施自治体

就労準備

支援事業

未実施自治体

合計 作成していない

作成している

無料職業紹介の実施状況

（１）自治体として

（２）自立相談支援機関として ｎ＝843

「実施中」の場合の求人の出し方

相談者の状態に合わせた求人をオーダーメイドで作っている割合

相談者の状態に合わせた求人をオーダーメイドで作っている割合

ｎ＝126

ｎ＝148



○ 約６割の自治体が被保護者就労準備支援事業と一体的に実施している。

○ 就労準備支援事業の運営方法については、直営方式との併用を含めて90.1％の自治体が委託により実施している。
○ 委託先はNPO法人（30.5％）が最も多く、次いで社会福祉協議会（24.6％）となっている。
○ 約６割の自治体が被保護者就労準備支援事業と一体的に実施している。

9

２－２ 各事業の実施状況 【就労準備支援事業】

（３）被保護者就労準備支援事業との一体的実施

（１）運営方法

※ 一体的実施とは、同一法
人に委託している場合や、
いずれも直営で実施してい
る場合等を指す

（２）委託先（複数回答）ｎ＝393 ｎ＝354

ｎ＝393

13.2%

24.3%

0.0%

10.8%

12.9%

31.4%

15.4%

17.8%

24.6%

0.0%

11.9%

15.8%

30.5%

3.1%

14.4%

0% 50% 100%

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会

医療法人

社団法人・財団法人

株式会社

ＮＰＯ法人

生活協同組合

その他

H28年度
H29年度

している

58.8%

していない

35.6%

未回答

5.6%

直営

（7.3%）

直営

（6.4%）

委託（86.8%）

委託（86.0%）

直営＋委託

（4.8%）

直営＋委託

（4.1%）

無回答

（1.1%）

無回答

（3.6%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ２８年度

Ｈ２９年度



○ 窓口の開設頻度については、81.2％の自治体が常時開設している。

○ 家計相談支援事業の運営方法については、直営方式との併用を含めて86.5％の自治体が委託により実施している。
○ 委託先は社会福祉協議会が70.6％と最も多い。
○ 支援員の配置については、実施自治体のうち、約８割が「配置型」となっている。
○ 窓口の開設頻度については、81.2％の自治体が常時開設している。

（２）委託先（複数回答）（１）運営方法 ｎ＝362 ｎ＝313
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２－３ 各事業の実施状況 【家計相談支援事業】

4.1%

68.9%

0.0%

2.6%

3.0%

6.0%

16.9%

5.1%

70.6%

0.0%

3.8%

2.9%

7.3%

13.1%

2.9%

0% 50% 100%

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会

医療法人

社団法人・財団法人

株式会社

ＮＰＯ法人

生活協同組合

その他

H28年度

H29年度

（４）窓口の開設頻度（３）支援員の配置状況 ｎ＝362 ｎ＝362

配置型

83.4%

巡回型

5.2%

派遣型

8.8%

無回答

2.5% 81.2%
5.5%

2.5%
2.2%
0.8%

5.5%
2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常時開設

週２～３日程度

週１日程度

月２回程度

月１回程度

必要に応じて随時開設

無回答

直営

（9.5%）

直営

（11.9%）

委託

（86.2%）

委託

（84.3%）

直営＋委託

（1.6%）

直営＋委託

（2.2%）

無回答

（2.6%）

無回答

（1.7%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ２８年度

Ｈ２９年度



○ 一時生活支援事業の運営方法については、直営方式との併用を併せると56.6％の自治体が委託により実施している。
○ 委託先は社会福祉法人（社協以外）（37.2％）が最も多く、次いでＮＰＯ法人（33.8％）となっている。

（２）委託先（複数回答）（１）運営方法 ｎ＝256
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２－４ 各事業の実施状況 【一時生活支援事業】

ｎ＝145

34.9%

15.1%

0.7%

16.4%

8.9%

30.8%

13.0%

37.2%

12.4%

0.7%

18.6%

3.4%

33.8%

0.7%

15.2%

0% 50% 100%

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会

医療法人

社団法人・財団法人

株式会社

ＮＰＯ法人

生協等協同組合

その他

H28年度

H29年度

直営（37.4%）

直営（43.4%）

委託（58.3%）

委託（53.1%）

直営＋委託

（3.8%）

直営＋委託

（3.5%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ２８年度

Ｈ２９年度



○ 子どもの学習支援事業の運営方法については、直営方式との併用を併せると68.8％の自治体が委託により実施している。

○ 委託先はＮＰＯ法人（41.5％）が最も多く、次いでその他（19.9％）となっている。

○ 事業内容については、学習支援の他、居場所の提供型（52.6％）と親に対する養育支援（46.1％）が主となっている。

（２）委託先（複数回答）（１）運営方法

（３）事業内容ごとの実施状況（複数回答）

ｎ＝504

ｎ＝479
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２－５ 各事業の実施状況 【子どもの学習支援事業】

ｎ＝347

96.0%

52.6%

40.3%

38.6%

46.1%

15.2%

0% 50% 100%

学習支援型

居場所の提供型

訪問支援

高校中退防止のための支援

親に対する養育支援

その他

直営

（23.3%）

直営

（22.4%）

委託

（62.7%）

委託

（58.1%）

直営＋委託

（11.6%）

直営＋委託

（10.7%）

無回答

（2.4%）

無回答

（8.7%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ２８年度

Ｈ２９年度

7.0%

17.8%

19.7%

10.2%

35.7%

17.2%

11.8%

18.4%

9.8%

17.0%

41.5%

19.9%

0% 50% 100%

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会

学習塾

社団法人・財団法人

株式会社

ＮＰＯ法人

その他

H28年度

H29年度



20.6%

22.3%

23.2%

23.6%

12.5%

0.0% 50.0% 100.0%

高校中退防止の取組強化

家庭訪問の取組強化

教育機関との連携強化 H28年度

H29年度

地域未来塾の実施

（４）他の学習支援事業との関係
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ひとり親家庭の子どもへの
学習支援事業の実施

（５）国庫負担の加算となる取り組み（複数回答） 28年度／ｎ＝417
29年度／ｎ＝504

ｎ＝504 ｎ＝504

（※H29年度より創設）

実施

していない

86.9%

無回答

5.0 %

生活困窮世帯

の子どもの

学習支援事業

と一体実施

7.3%

生活困窮世帯

の子どもの

学習支援事業

と別で実施

92.7%

実施している

8.1%
実施

していない

78.2%

無回答

5.0%

生活困窮世帯

の子どもの

学習支援事業

と一体実施

58.8%

生活困窮世帯

の子どもの

学習支援事業

と別で実施

41.2%

実施している

16.9%

※28年度は実績値



職種

H28年度 H29年度

配置数 配置数

小計
（※１）

うち専任
うち兼務
（※２）

小計
（※１）

うち専任
うち兼務
（※２）

（割合） （割合） （割合） （割合）

主任相談支援員 1,281 508 39.7% 773 60.3% 1,248 510 40.9% 738 59.1%

相談支援員 2,660 1,075 40.4% 1,585 59.6% 2,734 1,053 38.5% 1,681 61.5%

就労支援員 1,831 323 17.6% 1,508 82.4% 1,859 289 15.5% 1,570 84.5%

その他の職種
（事務員等）

445 71 16.0% 374 84.0% 449 87 19.4% 362 80.6%

○ 自立相談支援事業における事業従事者数は、実人数で4,700人となっている。

○ 職種別では、相談支援員が約2,700人と最も多い。

○ 兼務の状況では、生活困窮者自立支援制度関連事業以外の事業を兼務している割合（34.9％）が最も高く、次いで、「被保護者就労

支援事業（20.7％）」、「家計相談支援事業（16.6%）」となっている。

○ 支援員の体制は、概ね人口に比例して配置数が増えている。

○ 保有資格について、３職種とも「社会福祉士」、「社会福祉主事」の保有割合が高い。また、就労支援員は他職種に比べて、「キャ

リアコンサルタント」や「産業カウンセラー」の割合が高い。

（１）事業従事者数（実人数） （２）職種別支援員数（兼務あり）

※１.同一者が各職種を兼務している場合はそれぞれにカウントしている。
※２.自立相談支援事業における他の職種との兼務だけでなく、他事業との兼務も含む。

※複数職種を兼務している場合も１人とカウントしている。

（３）他事業との兼務状況（複数回答）（事業従事者数のうち他事業を兼務している2,549人につき集計） ｎ＝2,549
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３－１ 支援員の配置状況 【自立相談支援事業】

従事者数
4,700人

（うち、支援員の実人数は4,613人）

被保護者
就労支援事業

就労準備
支援事業

家計相談
支援事業

一時生活支援
事業

被保護者
就労準備
支援事業

子どもの
学習支援事業

その他の
生活困窮者
自立支援制度
に関する事業

左記
以外の事業

割合（Ｈ２８年度） 25.6% 15.7% 17.6% 11.1% 6.1% 10.1% 11.4% 43.3%
割合（Ｈ２９年度） 20.7% 13.8% 16.6% 13.6% 4.8% 11.1% 9.2% 34.9%



（４）支援員の体制（人口規模別・１自治体当たり平均支援員数）

※ 「職種別の状況」欄は同一の者が各職種を兼務している場合はそれぞれにカウントしているため、その合計は「全支援員数（実人数）」とは一致しない。
※ ＜ホームレス対策分除く＞と＜ホームレス対策分＞は、それぞれ兼務している場合も有り得る。

＜ホームレス対策分除く＞

＜ホームレス対策分＞
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Ｈ２８年度 Ｈ２９年度

全支援員数
（実人数）

職種別の状況
全支援員数
（実人数）

職種別の状況

主任相談
支援員数

相談支援
員数

就労支援
員数

主任相談
支援員数

相談支援
員数

就労支援
員数

5万人未満 1.50 0.99 1.32 1.18 2.47 0.99 1.39 1.13
5万人以上10万人未満 1.97 1.06 1.57 1.33 2.87 1.01 1.66 1.32
10万人以上30万人未満 3.67 1.44 2.85 2.21 4.80 1.36 2.95 2.04
30万人以上50万人未満 7.10 1.71 5.67 2.93 8.48 1.77 5.84 3.00
50万人以上100万人未満 8.00 1.96 6.31 3.77 10.39 2.04 6.61 5.07
100万人以上 41.08 7.50 20.83 21.08 43.47 7.40 20.73 22.67

全体 3.27 1.29 2.47 1.94 4.47 1.28 2.62 2.01

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度

全支援員数
（実人数）

職種別の状況
全支援員数
（実人数）

職種別の状況

主任相談
支援員数

相談支援
員数

就労支援
員数

主任相談
支援員数

相談支援
員数

就労支援
員数

5万人未満 0.04 0.02 0.03 0.01 0.08 0.03 0.05 0.03
5万人以上10万人未満 0.22 0.05 0.18 0.01 0.14 0.04 0.09 0.01
10万人以上30万人未満 0.68 0.16 0.46 0.07 0.88 0.19 0.64 0.08
30万人以上50万人未満 0.84 0.17 0.64 0.17 0.38 0.05 0.29 0.05
50万人以上100万人未満 1.50 0.31 1.27 0.08 1.82 0.36 1.46 0.00
100万人以上 16.08 3.92 16.92 4.08 15.80 3.07 12.40 1.40

全体 0.57 0.14 0.48 0.09 0.63 0.14 0.47 0.06



21.1%

6.2%

0.3%

11.3%

6.6%

23.8%

8.5%

1.6%

6.9%

19.0%

22.3%

6.7%

0.4%

13.5%

7.7%

21.9%

8.1%

2.3%

8.4%

19.2%

0% 50%

１．社会福祉士

２．精神保健福祉士

３．保健師

４．キャリアコンサルタント

５．産業カウンセラー

６．社会福祉主事

７．介護支援専門員

８．障害者相談支援専門員

９．介護福祉士

１０．その他

H28年度

H29年度

（５）支援員の保有資格
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主任相談支援員 相談支援員 就労支援員
（ｎ＝1,859）（ｎ＝2,734）（ｎ＝1,248）

40.4%

11.8%

1.3%

2.9%

1.7%

46.3%

17.0%

3.9%

9.2%

13.9%

42.3%

12.6%

0.9%

4.0%

1.7%

43.2%

16.4%

4.0%

9.7%

15.3%

0% 50%

１．社会福祉士

２．精神保健福祉士

３．保健師

４．キャリアコンサルタント

５．産業カウンセラー

６．社会福祉主事

７．介護支援専門員

８．障害者相談支援専門員

９．介護福祉士

１０．その他

H28年度

H29年度
29.2%

8.7%

0.4%

3.6%

2.9%

30.7%

10.0%

1.9%

8.2%

18.1%

30.2%

9.4%

0.3%

3.5%

3.1%

29.2%

10.1%

2.4%

10.6%

19.7%

0% 50%

１．社会福祉士

２．精神保健福祉士

３．保健師

４．キャリアコンサルタント

５．産業カウンセラー

６．社会福祉主事

７．介護支援専門員

８．障害者相談支援専門員

９．介護福祉士

１０．その他

H28年度

H29年度



（１）事業従事者数（実人数） （２）職種別の配置状況（兼務あり）

※１.同一者が各職種を兼務している場合はそれぞれにカウントしている。
※２.就労準備支援事業における他の職種との兼務だけでなく、他事業との兼務も含む。

従事者数
1,178人

（内、支援担当者の実人数は1,072人）

※複数職種を兼務している場合も１人とカウントしている。

（３）他事業との兼務状況（複数回答）（事業従事者数のうち、他事業を兼務している810人につき集計） ｎ＝810
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３－２ 支援員の配置状況 【就労準備支援事業】

○ 就労準備支援事業における事業従事者数は、実人数で約1,200人となっている。

○ 就労準備支援担当者のうち、専任は31.8％となっている。

○ 兼務の状況では、被保護者就労準備支援事業を兼務している割合（42.3％）が最も高く、次いで、｢自立相談支援事業（35.4％）｣、

｢左記以外の事業（30.5％）」となっている。

○ 支援担当者の体制は、概ね人口に比例して配置数が増えている。

○ 保有資格について、｢キャリアコンサルタント｣、｢社会福祉士｣の保有割合が高い。

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度

配置数 配置数

小計
（※１）

うち専任
うち兼務
（※２）

小計
（※１）

うち専任
うち兼務
（※２）

（割合） （割合） （割合） （割合）

就労準備支援
担当者

923 264 28.6% 660 71.5% 1,072 341 31.8% 731 68.2%

その他の職種
（事務員等）

223 11 4.9% 212 95.1% 258 20 7.8% 238 92.2%

自立相談
支援事業

被保護者
就労支援事業

家計相談
支援事業

一時生活
支援事業

被保護者
就労準備
支援事業

子どもの
学習支援事業

その他の
生活困窮者
自立支援制度
に関する事業

左記
以外の事業

割合（Ｈ２８年度） 31.8% 17.4% 13.6% 4.9% 42.2% 9.6% 6.3% 33.5%
割合（Ｈ２９年度） 35.4% 13.2% 16.9% 7.2% 42.3% 11.2% 8.9% 30.5%



（５）支援担当者の保有資格

（４）支援担当者の体制（人口規模別・１自治体当たり平均支援員数）

※「職種別の状況」欄は同一の者が各職種を兼務している場合はそれぞれにカウントしているため、その合計は「全支援員数（実人数）」とは一致しない。
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就労準備支援担当者 （ｎ＝1,072）

人口規模

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度

事業
従事者数
（実人数）

職種別の状況 事業
従事者数
（実人数）

職種別の状況

就労準備
支援担当者

その他の
職種

就労準備
支援担当者

その他の
職種

5万人未満 2.01 1.85 0.73 1.81 1.70 0.55
5万人以上10万人未満 2.92 2.76 0.65 2.71 2.51 0.76
10万人以上30万人未満 3.29 2.90 0.80 4.01 3.42 1.09
30万人以上50万人未満 4.24 3.91 0.74 5.76 5.39 0.45
50万人以上100万人未満 5.15 4.70 0.95 4.75 4.54 0.46
100万人以上 5.90 5.70 0.60 6.75 6.42 0.83

全体 3.20 2.93 0.74 3.46 3.15 0.76

14.3%
5.8%

0.3%

18.4%

8.9%

12.4%

3.6%

2.7%

4.7%
28.7%

14.8%

5.6%

0.4%

18.8%

8.0%

12.3%

4.0%

2.7%
5.0%

27.9%

0% 50%

１．社会福祉士

２．精神保健福祉士

３．保健師

４．キャリアコンサルタント

５．産業カウンセラー

６．社会福祉主事

７．介護支援専門員

８．障害者相談支援専門員

９．介護福祉士

１０．その他

H28年度
H29年度



職種

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度

配置数 配置数

小計
（※１）

うち専任 うち兼務
（※２） 小計

（※１）

うち専任 うち兼務
（※２）

（割合） （割合） （割合） （割合）

家計相談支援員 596 154 25.8% 442 74.2% 726 207 28.5% 519 71.5%

その他の職種
（事務員等）

138 4 2.9% 134 97.1% 160 9 5.6% 151 94.4%

従事者数
792人

（うち、支援員の実人数は726人）

（１）事業従事者数（実人数） （２）職種別の配置状況（兼務あり）

※１.同一者が各職種を兼務している場合はそれぞれにカウントしている。
※２.家計相談支援事業における他の職種との兼務だけでなく、他事業との兼務も含む。

※複数職種を兼務している場合も１人とカウントしている。

（３）他事業との兼務状況（複数回答）（事業従事者数のうち、他事業を兼務している568人につき集計） ｎ＝568

19

３－３ 支援員の配置状況 【家計相談支援事業】

○ 家計相談支援事業における事業従事者数は、実人数で約800人となっている。

○ 家計相談支援員のうち、専任は28.5％となっている。

○ 兼務の状況では、自立相談支援事業と兼務している割合（69.7％）が最も高く、次いで、｢左記以外の事業（37.5％）｣、｢就労準備

支援事業（22.7％）｣となっている。

○ 支援員の体制は、概ね人口に比例して配置数が増えている。

○ 保有資格について、｢社会福祉士｣、｢社会福祉主事｣、｢ファイナンシャルプランナー｣の保有割合が高い。

自立相談
支援事業

被保護者
就労支援事業

就労準備
支援事業

一時生活
支援事業

被保護者
就労準備
支援事業

子どもの
学習支援事業

その他の
生活困窮者
自立支援制度
に関する事業

左記
以外の事業

割合（Ｈ２８年度） 80.8% 8.9% 26.0% 3.9% 6.6% 14.4% 11.5% 43.0%
割合（Ｈ２９年度） 69.7% 6.3% 22.7% 10.6% 4.0% 15.8% 10.0% 37.5%



（５）支援員の保有資格

（４）支援員の体制（人口規模別・１自治体当たり平均支援員数）

※「職種別の状況」欄は同一の者が各職種を兼務している場合はそれぞれにカウントしているため、その合計は「全支援員数（実人数）」とは一致しない。
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家計相談支援員 （ｎ＝726）

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度

事業
従事者数
（実人数）

職種別の状況 事業
従事者数
（実人数）

職種別の状況

家計相談
支援員

その他の
職種

家計相談
支援員

その他の
職種

5万人未満 1.51 1.41 0.43 1.52 1.40 0.32
5万人以上10万人未満 1.67 1.53 0.37 1.94 1.53 0.51
10万人以上30万人未満 2.54 2.48 0.43 2.58 2.51 0.38
30万人以上50万人未満 2.30 2.19 0.81 2.03 2.03 0.60
50万人以上100万人未満 4.50 4.44 0.81 4.59 4.18 0.47
100万人以上 9.00 8.33 1.00 9.75 9.50 2.38

全体 2.20 2.09 0.49 2.29 2.10 0.46

32.2%

8.1%

0.5%

3.0%

3.9%

25.8%

12.1%

1.3%

32.2%

8.0%

0.3%

3.0%

4.3%

25.3%

12.4%

1.1%

0% 50%

１．社会福祉士

２．精神保健福祉士

３．保健師

４．キャリアコンサルタント

５．産業カウンセラー

６．社会福祉主事

７．介護支援専門員

８．障害者相談支援専門員

H28年度
H29年度

9.4%

3.2%

1.0%

0.2%

0.7%

19.5%

17.1%

8.7%

1.8%

1.2%

0.3%

0.6%

18.3%

16.1%

0% 50%

９．介護福祉士

１０．消費生活専門相談員

１１．消費生活アドバイザー

１２．消費生活コンサルタント

１３．社会保険労務士

１４．ファイナンシャルプランナー

１５．その他



○ 本庁の体制について、専任職員を配置している自治体は29.8%となっている。
○ 管内一般市等に対する支援内容について、「任意事業実施促進の働きかけ（87.2%）」と最も多く、次いで、「都道府県
研修の開催（85.1%）」となっている。
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専任職員の有無 管内一般市等に対する支援内容

４ 都道府県の取り組み状況

いる
29.8%

いない
70.2%

87.2%

27.7%

2.1%

0.0%

4.3%

19.1%

85.1%

17.0%

0% 50% 100%

任意事業実施促進の働きかけ

任意事業について、都道府県実施分との
共同実施に向けた企画等

都道府県の商工労働部門や住宅部門の
専門的知見を生かした助言等

一般市等が持つ社会資源のリスト化・共有

認定就労訓練アドバイザーの設置

都道府県が設置する居住支援協議会との
関係づくりの支援

都道府県研修の開催

その他

ｎ＝47 ｎ＝47



平成２９年度
任意事業の実施（予定）状況



平成29年度 任意事業の実施（予定）状況①

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

北海道 － － ○ ○ 恵庭市 － － － － 宮城県 ○ － ○ ○

札幌市 ○ － ○ ○ 伊達市 ○ ○ ○ ○ 仙台市 ○ － ○ ○

函館市 ○ － － ○ 北広島市 － － － ○ 石巻市 － － － ○

旭川市 ○ － ○ ○ 石狩市 － － － ○ 塩竈市 － － － ○

小樽市 ○ － － － 北斗市 ○ ○ － － 気仙沼市 － － － －

室蘭市 ○ ○ － ○ 青森県 － ○ － ○ 白石市 － － － ○

釧路市 ○ － ○ ○ 青森市 － － － ○ 名取市 － － － －

帯広市 ○ － － ○ 八戸市 ○ ○ － ○ 角田市 － － － －

北見市 ○ － － ○ 弘前市 ○ － － ○ 多賀城市 － － － －

夕張市 － － － ○ 黒石市 － － － － 登米市 ○ － － －

岩見沢市 ○ － － ○ 五所川原市 － － － － 栗原市 － － － －

網走市 － － － － 十和田市 － － － ○ 東松島市 － ○ － －

留萌市 － － － ○ 三沢市 － － － － 大崎市 － － － －

苫小牧市 ○ ○ ○ ○ むつ市 － － － － 岩沼市 － ○ － ○

稚内市 － ○ － － つがる市 － － － － 富谷市 ○ － ○ －

美唄市 ○ － － － 平川市 － － － － 秋田県 － ○ － ○

芦別市 － － － － 岩手県 ○ ○ － ○ 秋田市 ○ ○ － ○

江別市 ○ ○ － － 盛岡市 ○ － － ○ 由利本荘市 ○ － － －

赤平市 － － － － 宮古市 ○ ○ ○ ○ 潟上市 － ○ － ○

紋別市 － － － － 大船渡市 ○ － － － 大館市 － － － －

士別市 － － － － 花巻市 ○ ○ － ○ にかほ市 ○ ○ － －

名寄市 － ○ － ○ 北上市 ○ ○ － － 仙北市 － － － －

三笠市 － － － － 久慈市 － ○ － － 湯沢市 ○ ○ － ○

根室市 － ○ － ○ 遠野市 － ○ － － 大仙市 ○ ○ － －

千歳市 ○ － － ○ 一関市 － ○ － － 男鹿市 － － － －

滝川市 － － － － 陸前高田市 ○ ○ － － 横手市 － － － －

砂川市 － － － － 釜石市 ○ － － － 鹿角市 － ○ － －

歌志内市 － － － － 二戸市 ○ － － － 北秋田市 － ○ － －

深川市 － － － － 八幡平市 － － － － 能代市 － － － －

富良野市 ○ ○ － － 奥州市 ○ － － － 山形県 ○ ○ － ○

登別市 － － － － 滝沢市 － － － ○ 山形市 ○ ○ － ○

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

岩手県

青森県

北海道

北海道

宮城県

秋田県

山形県



平成29年度 任意事業の実施（予定）状況②

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

米沢市 ○ － － ○ 行方市 － － － － 栃木市 － ○ － ○

鶴岡市 － － － － 鉾田市 － － － － 佐野市 － － － ○

酒田市 － － － － つくばみらい市 － － － － 鹿沼市 － ○ － ○

新庄市 ○ － － ○ 小美玉市 － － － － 日光市 － － － ○

寒河江市 － ○ － ○ 水戸市 － － － ○ 小山市 － － － －

上山市 － － － － 日立市 － － － ○ 真岡市 － － － ○

村山市 － － － － 土浦市 － － － ○ 大田原市 － － － ○

長井市 － － － ○ 古河市 － － － ○ 矢板市 － ○ － ○

天童市 － － － － 石岡市 － － － ○ 那須塩原市 － ○ － ○

東根市 － － － － 結城市 － － － ○ さくら市 － － － ○

尾花沢市 － － － ○ 龍ケ崎市 － － － ○ 那須烏山市 － － － －

南陽市 － － － － 下妻市 － － － － 下野市 － ○ － ○

福島県 － － ○ ○ 常総市 － ○ － ○ 群馬県 － － ○ ○

郡山市 － ○ － ○ 常陸太田市 － － － ○ 前橋市 ○ ○ － ○

いわき市 ○ － － ○ 高萩市 － － － ○ 高崎市 － － － －

福島市 － － － ○ 北茨城市 － － － ○ みどり市 － － － －

会津若松市 ○ － － ○ 笠間市 － － － ○ 桐生市 － － － －

白河市 － － － ○ 取手市 － － － ○ 伊勢崎市 ○ － － ○

須賀川市 － － － ○ 牛久市 － － － － 太田市 － － － ○

喜多方市 － ○ － － つくば市 － － － ○ 藤岡市 － － － －

相馬市 ○ ○ － － ひたちなか市 － － － ○ 富岡市 － ○ － ○

二本松市 － － － － 鹿嶋市 － － － － 安中市 － － ○ ○

田村市 － － － － 潮来市 － － － － 渋川市 － － － ○

南相馬市 － － － － 守谷市 － － － － 沼田市 － － － ○

伊達市 － － － － 常陸大宮市 － － － ○ 館林市 － － － ○

本宮市 ○ ○ － ○ 那珂市 － － ○ － 埼玉県 ○ ○ ○ ○

茨城県 ○ ○ － ○ 筑西市 ○ － － ○ さいたま市 ○ ○ ○ ○

稲敷市 － ○ － ○ 坂東市 － － － － 川越市 ○ ○ ○ ○

かすみがうら市 － ○ － ○ 栃木県 ○ ○ ○ ○ 越谷市 － ○ － ○

桜川市 － － － － 宇都宮市 ○ － － ○ 春日部市 － － － ○

神栖市 － － － － 足利市 － － － ○ 狭山市 ○ ○ － ○

群馬県

茨城県

栃木県

栃木県

埼玉県

任意事業

都道府県

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名 自治体名

福島県

山形県

茨城県



平成29年度 任意事業の実施（予定）状況③
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羽生市 － － － ○ 東松山市 － － － ○ 印西市 ○ ○ － －

鴻巣市 － － － ○ 蓮田市 － － － ○ 白井市 － － － －

深谷市 － ○ － － 加須市 － － － ○ 富里市 ○ ○ － ○

上尾市 － － － ○ 草加市 － － － ○ 南房総市 － ○ － －

蕨市 － ○ － ○ 千葉県 － － － ○ 匝瑳市 － － － －

戸田市 － － － ○ 千葉市 ○ ○ ○ ○ 香取市 ○ － － －

入間市 ○ － － ○ 船橋市 ○ ○ － ○ 山武市 － － － ○

朝霞市 － － － ○ 柏市 ○ ○ － ○ いすみ市 － － － －

志木市 － ○ － ○ 市川市 ○ ○ ○ － 大網白里市 － － － ○

和光市 ○ ○ － ○ 館山市 ○ ○ － － 佐倉市 ○ ○ － ○

新座市 － － － ○ 木更津市 － － － ○ 銚子市 － － － －

桶川市 ○ － － ○ 松戸市 ○ ○ ○ ○ 東京都 ○ ○ ○ ○

北本市 － － － ○ 野田市 － － － － 八王子市 ○ ○ － ○

八潮市 ○ － － ○ 茂原市 － － － － 千代田区 ○ ○ ○ ○

富士見市 － － － ○ 成田市 ○ ○ － ○ 中央区 － ○ ○ ○

三郷市 － ○ － ○ 東金市 － － － － 港区 ○ ○ ○ ○

坂戸市 － － － ○ 旭市 ○ ○ － － 新宿区 ○ ○ ○ ○

幸手市 － － － ○ 習志野市 － ○ － ○ 文京区 ○ ○ ○ ○

鶴ヶ島市 ○ ○ － ○ 勝浦市 － － － － 台東区 － － ○ ○

日高市 － － － ○ 市原市 ○ ○ － ○ 墨田区 ○ － ○ ○

吉川市 － － － ○ 流山市 ○ － － － 江東区 ○ － ○ ○

ふじみ野市 ○ － ○ ○ 八千代市 － ○ － ○ 品川区 ○ ○ ○ ○

白岡市 － － － ○ 我孫子市 － － ○ ○ 目黒区 ○ ○ ○ ○

久喜市 － － － ○ 鴨川市 ○ － － ○ 大田区 ○ ○ ○ ○

熊谷市 － － － － 鎌ケ谷市 ○ － － ○ 世田谷区 ○ ○ ○ ○

川口市 ○ － － ○ 君津市 － － － ○ 渋谷区 ○ － ○ ○

行田市 － － － ○ 富津市 － － － － 中野区 ○ － ○ ○

秩父市 ○ － ○ ○ 浦安市 ○ ○ － ○ 杉並区 ○ ○ ○ ○

所沢市 － ○ － ○ 四街道市 ○ ○ － － 豊島区 ○ ○ ○ ○

飯能市 － ○ － ○ 袖ケ浦市 － － － ○ 北区 ○ ○ ○ ○

本庄市 ○ － － ○ 八街市 ○ － － － 荒川区 ○ － ○ ○

埼玉県

埼玉県

千葉県

千葉県

東京都

都道府県 自治体名自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県

任意事業



平成29年度 任意事業の実施（予定）状況④
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板橋区 ○ ○ ○ ○ 横浜市 ○ ○ ○ ○ 糸魚川市 － ○ － －

練馬区 ○ ○ ○ ○ 川崎市 ○ － ○ ○ 妙高市 ○ ○ － ○

足立区 ○ － ○ ○ 相模原市 ○ ○ ○ ○ 五泉市 － ○ － －

葛飾区 ○ ○ ○ ○ 横須賀市 ○ ○ － ○ 上越市 ○ ○ － －

江戸川区 ○ ○ ○ ○ 逗子市 － ○ － － 阿賀野市 ○ ○ － ○

立川市 － － － ○ 伊勢原市 － － － ○ 佐渡市 ○ ○ － ○

武蔵野市 ○ － － ○ 厚木市 ○ － － ○ 魚沼市 ○ ○ － －

三鷹市 ○ ○ － ○ 座間市 ○ ○ － ○ 南魚沼市 － ○ － ○

青梅市 － ○ － ○ 茅ヶ崎市 － － － ○ 胎内市 ○ ○ － ○

府中市 ○ ○ ○ ○ 南足柄市 － － － ○ 富山県 ○ － ○ －

昭島市 － ○ － ○ 藤沢市 ○ ○ － ○ 富山市 － ○ － ○

調布市 － － － ○ 綾瀬市 － － － ○ 高岡市 － － － －

町田市 － ○ － － 海老名市 － － － － 魚津市 ○ － ○ －

小金井市 － ○ － ○ 三浦市 － － － － 氷見市 ○ ○ － ○

小平市 － ○ － ○ 小田原市 － － － ○ 滑川市 ○ － ○ －

日野市 － ○ － ○ 秦野市 － － － ○ 黒部市 ○ － ○ －

東村山市 ○ ○ － ○ 鎌倉市 － － － ○ 砺波市 － ○ － －

国分寺市 － － － ○ 平塚市 － － － ○ 小矢部市 － － － －

国立市 ○ ○ － ○ 大和市 － － － － 南砺市 － ○ － －

福生市 － － － ○ 新潟県 ○ ○ － ○ 射水市 － － － －

狛江市 ○ － － ○ 新潟市 ○ － ○ ○ 石川県 ○ － － ○

東大和市 ○ ○ － ○ 長岡市 ○ ○ － ○ 金沢市 ○ － － ○

清瀬市 － － － ○ 三条市 ○ － － ○ 七尾市 － － － ○

東久留米市 － － － ○ 柏崎市 ○ ○ － ○ 小松市 ○ － － ○

武蔵村山市 ○ － － － 新発田市 ○ － － ○ 輪島市 － － － －

多摩市 － － － ○ 小千谷市 ○ ○ － － 珠洲市 － － － ○

稲城市 － － － － 加茂市 － － － － 加賀市 ○ － － ○

羽村市 － ○ － ○ 十日町市 ○ ○ － － 羽咋市 － － － ○

あきる野市 － ○ － ○ 見附市 ○ ○ － － かほく市 ○ － － ○

西東京市 － － － ○ 村上市 ○ ○ － ○ 白山市 － － － ○

神奈川県 神奈川県 ○ － － ○ 燕市 ○ ○ － － 能美市 － － － ○

任意事業

自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名 都道府県

東京都
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新潟県

新潟県

富山県

石川県



平成29年度 任意事業の実施（予定）状況⑤
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石川県 野々市市 － － － ○ 諏訪市 ○ － ○ － 飛騨市 ○ － － －

福井県 ○ ○ ○ ○ 須坂市 ○ ○ － － 本巣市 － － － －

勝山市 － － － － 小諸市 ○ ○ － － 郡上市 － － ○ －

大野市 － － ○ － 伊那市 ○ ○ ○ － 下呂市 － ○ － －

越前市 ○ － － ○ 駒ヶ根市 ○ ○ ○ ○ 海津市 － ○ － －

あわら市 － － － ○ 中野市 ○ ○ ○ ○ 静岡県 ○ － － ○

坂井市 ○ ○ ○ ○ 大町市 － － ○ － 静岡市 ○ － ○ ○

小浜市 ○ － ○ ○ 飯山市 ○ ○ － ○ 浜松市 ○ － － ○

福井市 ○ － ○ ○ 茅野市 ○ ○ ○ － 伊東市 ○ ○ － ○

鯖江市 － － ○ ○ 塩尻市 － － － － 磐田市 ○ － － ○

敦賀市 ○ － ○ ○ 佐久市 ○ － ○ － 焼津市 － ○ ○ －

山梨県 － ○ － ○ 千曲市 ○ － － ○ 裾野市 － － ○ －

甲府市 － ○ ○ ○ 東御市 ○ ○ － － 掛川市 － ○ ○ ○

富士吉田市 － － ○ － 安曇野市 ○ － － ○ 袋井市 － ○ － ○

都留市 － － ○ － 岐阜県 － ○ ○ ○ 熱海市 ○ ○ ○ －

山梨市 － ○ ○ ○ 岐阜市 ○ ○ － ○ 三島市 ○ － ○ ○

大月市 － － － － 大垣市 － － － － 富士宮市 ○ ○ ○ ○

韮崎市 － － － ○ 高山市 － － － － 藤枝市 － － ○ ○

南アルプス市 － － ○ ○ 多治見市 － ○ － － 湖西市 ○ － － －

北杜市 ○ ○ ○ ○ 関市 － ○ － － 菊川市 － ○ － －

甲斐市 － － ○ － 中津川市 ○ － － － 伊豆の国市 ○ ○ － ○

笛吹市 － － ○ ○ 美濃市 － ○ － － 牧之原市 ○ ○ － ○

上野原市 － － － ○ 瑞浪市 － ○ － － 御殿場市 － － － ○

甲州市 － － ○ ○ 羽島市 － － － － 伊豆市 － ○ ○ ○

中央市 － － ○ － 恵那市 ○ ○ － － 沼津市 ○ － ○ ○

長野県 ○ ○ ○ ○ 美濃加茂市 ○ ○ － ○ 御前崎市 － ○ － －

長野市 ○ ○ ○ ○ 土岐市 ○ － － － 富士市 ○ － ○ ○

松本市 ○ ○ ○ ○ 各務原市 － － ○ － 島田市 － － ○ －

上田市 ○ ○ ○ ○ 可児市 － ○ － － 下田市 － － － ○

岡谷市 ○ － － － 山県市 － － － － 愛知県 － － ○ ○

飯田市 － ○ ○ － 瑞穂市 － ○ － － 名古屋市 ○ ○ ○ ○

自治体名

任意事業任意事業

都道府県 自治体名

任意事業
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平成29年度 任意事業の実施（予定）状況⑥
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豊橋市 ○ － ○ ○ 清須市 － － － － 野洲市 － ○ － ○

岡崎市 ○ － ○ ○ 北名古屋市 － － － － 湖南市 － ○ ○ ○

豊田市 ○ ○ － ○ 弥富市 － － － － 高島市 ○ ○ － ○

一宮市 － ○ － － みよし市 ○ ○ － － 東近江市 ○ ○ － ○

瀬戸市 ○ － ○ ○ あま市 － － － － 米原市 ○ ○ － －

半田市 － ○ ○ ○ 長久手市 ○ ○ － ○ 京都府 ○ － ○ ○

春日井市 － － － ○ 三重県 ○ ○ ○ ○ 京都市 ○ － ○ ○

豊川市 ○ － ○ ○ 津市 ○ ○ － ○ 福知山市 ○ － ○ －

津島市 － － － － 四日市市 － － － ○ 舞鶴市 ○ ○ ○ ○

碧南市 － － ○ ○ 伊勢市 ○ ○ － ○ 綾部市 ○ ○ ○ ○

刈谷市 ○ ○ ○ ○ 松阪市 ○ ○ － ○ 宇治市 ○ － ○ ○

安城市 ○ ○ ○ ○ 桑名市 － ○ － ○ 宮津市 ○ － ○ －

西尾市 ○ ○ ○ － 鈴鹿市 － ○ － ○ 亀岡市 ○ － ○ －

蒲郡市 － － ○ － 名張市 ○ ○ － ○ 城陽市 ○ － ○ ○

犬山市 － － － － 尾鷲市 － ○ － － 向日市 ○ － ○ ○

常滑市 － － － ○ 亀山市 － ○ － ○ 長岡京市 ○ － ○ ○

江南市 － － － － 鳥羽市 ○ ○ － ○ 八幡市 ○ ○ ○ ○

小牧市 － － － － 熊野市 － － － － 京田辺市 ○ － ○ ○

稲沢市 － ○ － ○ いなべ市 ○ ○ － ○ 京丹後市 ○ － ○ ○

新城市 － ○ － ○ 志摩市 ○ ○ － － 南丹市 ○ ○ ○ ○

東海市 － － － － 伊賀市 ○ ○ － ○ 木津川市 ○ － ○ ○

大府市 － － － ○ 多気町 － ○ － － 大阪府 ○ ○ ○ ○

知多市 － ○ － ○ 滋賀県 ○ － － ○ 大阪市 ○ ○ ○ ○

知立市 ○ － － ○ 大津市 ○ － ○ ○ 堺市 ○ － ○ ○

尾張旭市 － － － ○ 彦根市 ○ ○ ○ ○ 豊中市 ○ ○ ○ ○

高浜市 ○ ○ － ○ 長浜市 － ○ － ○ 高槻市 ○ － ○ ○

岩倉市 － ○ － ○ 近江八幡市 ○ － － ○ 枚方市 ○ － ○ ○

豊明市 － － － ○ 草津市 ○ － ○ － 東大阪市 ○ ○ ○ ○

日進市 － － － ○ 守山市 ○ ○ － ○ 岸和田市 ○ － ○ ○

田原市 ○ － － ○ 栗東市 － ○ － ○ 池田市 ○ － ○ －

愛西市 － － － － 甲賀市 ○ ○ ○ ○ 吹田市 ○ － ○ ○

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

三重県

愛知県

愛知県

滋賀県

滋賀県

大阪府

京都府



平成29年度 任意事業の実施（予定）状況⑦
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一時
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泉大津市 ○ － ○ ○ 洲本市 － － － － 桜井市 － ○ － －

貝塚市 ○ － ○ ○ 芦屋市 ○ － － － 五條市 － ○ － －

守口市 ○ － ○ ○ 伊丹市 ○ ○ － ○ 御所市 － － － ○

茨木市 ○ ○ ○ ○ 相生市 － － ○ － 生駒市 － ○ － ○

八尾市 ○ － ○ ○ 豊岡市 － － － － 香芝市 － － － －

泉佐野市 ○ － ○ － 加古川市 － ○ ○ ○ 宇陀市 － ○ － －

富田林市 － － ○ ○ 赤穂市 － － ○ － 十津川村 － － － －

寝屋川市 ○ － ○ ○ 西脇市 ○ － ○ － 和歌山県 ○ － ○ －

河内長野市 ○ ○ ○ ○ 宝塚市 ○ － ○ ○ 和歌山市 － － ○ －

松原市 ○ ○ ○ ○ 三木市 ○ － ○ － 御坊市 － － － －

大東市 ○ ○ ○ ○ 高砂市 － － ○ － 田辺市 ○ ○ ○ ○

和泉市 ○ ○ ○ ○ 川西市 ○ － － － 新宮市 － － － －

箕面市 ○ ○ ○ ○ 小野市 ○ － － － 紀の川市 － － － －

柏原市 ○ － ○ ○ 三田市 － － ○ － 岩出市 － － － －

羽曳野市 ○ － ○ － 加西市 ○ － ○ ○ 橋本市 － － － －

門真市 ○ － ○ ○ 篠山市 － － － － 有田市 － － － －

摂津市 ○ － ○ ○ 養父市 － － ○ － 海南市 ○ ○ － －

高石市 － － ○ ○ 丹波市 ○ － ○ － 鳥取県 ○ ○ － ○

藤井寺市 － ○ ○ ○ 南あわじ市 － － － － 鳥取市 － － － ○

泉南市 ○ － ○ ○ 朝来市 － － － － 米子市 － － － ○

四條畷市 ○ － ○ － 淡路市 － － ○ － 倉吉市 ○ ○ － ○

交野市 ○ － ○ － 宍粟市 ○ － ○ ○ 境港市 － － － ○

大阪狭山市 ○ ○ ○ － 加東市 ○ － ○ － 岩美町 ○ － － －

阪南市 － － ○ ○ たつの市 － － ○ － 若桜町 ○ － － －

島本町 － ○ ○ － 奈良県 ○ － － ○ 智頭町 ○ ○ － ○

兵庫県 ○ － ○ ○ 奈良市 ○ － － － 八頭町 ○ － － －

神戸市 ○ ○ ○ ○ 葛城市 － － － － 湯梨浜町 ○ － － －

姫路市 ○ ○ ○ ○ 大和高田市 － － － － 琴浦町 ○ － － －

尼崎市 ○ － － ○ 大和郡山市 － － － － 北栄町 ○ ○ － ○

西宮市 ○ － － ○ 天理市 － － － － 日吉津村 － － － －

明石市 － ○ ○ ○ 橿原市 － ○ － － 南部町 － ○ － －

都道府県 都道府県 自治体名

任意事業

自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

和歌山県
大阪府

兵庫県

兵庫県

奈良県

奈良県

鳥取県



平成29年度 任意事業の実施（予定）状況⑧

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

伯耆町 － － － － 高梁市 － － － － 世羅町 － － － －

日南町 － － － － 新見市 － ○ － － 安芸太田町 － － － －

日野町 － － － － 備前市 － － － － 庄原市 － ○ ○ －

江府町 － － － － 瀬戸内市 ○ ○ － － 山口県 ○ ○ － ○

松江市 ○ ○ ○ ○ 赤磐市 ○ ○ ○ － 下関市 ○ ○ ○ ○

浜田市 ○ ○ － － 真庭市 － － － － 宇部市 ○ ○ ○ ○

出雲市 ○ － － － 美作市 － － － － 山口市 － － ○ －

益田市 － ○ － － 浅口市 － － － － 萩市 － － － －

大田市 ○ ○ － － 新庄村 － － － － 防府市 － ○ ○ ○

安来市 ○ ○ － ○ 西粟倉村 － － － － 下松市 － ○ － －

江津市 － ○ － － 美咲町 － ○ － － 岩国市 － － － －

雲南市 － ○ － － 広島市 ○ ○ ○ ○ 光市 － － － －

奥出雲町 ○ ○ － ○ 呉市 ○ － ○ ○ 長門市 ○ ○ － －

飯南町 － － － － 福山市 － － － ○ 柳井市 － － － －

川本町 － － － － 安芸郡坂町 － － － ○ 美祢市 － ○ － －

美郷町 － ○ － － 尾道市 － ○ － ○ 周南市 － － － －

邑南町 － － － － 東広島市 ○ ○ ○ ○ 山陽小野田市 ○ － － －

津和野町 － － － － 三次市 － － － － 周防大島町 － － － －

吉賀町 － － － － 大崎上島町 － － － － 徳島県 ○ ○ － ○

海士町 － － － － 神石高原町 － ○ － － 徳島市 ○ ○ － ○

西ノ島町 － － － － 安芸高田市 － － － － 鳴門市 － － － ○

知夫村 － － － － 府中市 － ○ － － 小松島市 － － － －

隠岐の島町 － － － － 熊野町 － － － ○ 阿南市 ○ ○ － －

岡山県 ○ － － － 廿日市市 － － ○ ○ 吉野川市 － － － －

岡山市 ○ ○ ○ ○ 竹原市 － ○ － － 阿波市 － ○ － ○

倉敷市 ○ ○ ○ ○ 北広島町 － － － － 美馬市 ○ ○ － －

津山市 ○ ○ － － 大竹市 ○ ○ － － 三好市 － ○ － －

玉野市 ○ － － － 江田島市 － ○ － － 香川県 ○ ○ － ○

笠岡市 － － ○ － 三原市 － － － ○ 高松市 ○ － － ○

井原市 － － － － 海田町 － － － ○ 丸亀市 ○ ○ － ○

総社市 － ○ － ○ 府中町 － － － ○ 坂出市 － － － －

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

山口県

徳島県

鳥取県

岡山県

岡山県

広島県

広島県

香川県

島根県



平成29年度 任意事業の実施（予定）状況⑨
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観音寺市 － － － － 福岡市 － － ○ ○ 多久市 － ○ － －

東かがわ市 － － － － 久留米市 ○ ○ ○ ○ 伊万里市 － － － －

善通寺市 ○ － － ○ 筑紫野市 － － － － 武雄市 － ○ － －

さぬき市 － － － － 春日市 － ○ － － 鹿島市 ○ － － －

三豊市 － － － ○ 大野城市 － ○ － － 小城市 － － － －

愛媛県 ○ ○ ○ ○ 宗像市 ○ ○ － ○ 嬉野市 － － － －

松山市 ○ － ○ ○ 太宰府市 ○ ○ － － 神埼市 － ○ － ○

今治市 － － ○ ○ 古賀市 － ○ － ○ 長崎県 ○ ○ － ○

宇和島市 － － ○ － 福津市 － ○ － － 長崎市 － ○ － ○

八幡浜市 － － ○ － うきは市 ○ ○ － ○ 佐世保市 － － － ○

新居浜市 － － ○ － 宮若市 － － － － 島原市 － － － －

西条市 － － ○ ○ 嘉麻市 － ○ － ○ 諫早市 － － － －

大洲市 － － ○ － 朝倉市 － － － ○ 大村市 － － － ○

伊予市 － － ○ － みやま市 － ○ － － 平戸市 － － － －

四国中央市 － － ○ － 糸島市 ○ － － － 松浦市 － － － －

西予市 － － ○ ○ 大牟田市 ○ ○ － ○ 対馬市 － － － －

東温市 － － ○ － 直方市 － － － － 壱岐市 ○ － － －

高知県 ○ ○ － ○ 飯塚市 － － － ○ 五島市 － － － －

高知市 － ○ ○ ○ 田川市 － ○ － ○ 西海市 － ○ － －

室戸市 ○ ○ － ○ 柳川市 － － － － 雲仙市 － － － －

安芸市 ○ ○ － － 八女市 － ○ － － 南島原市 － － － ○

南国市 ○ ○ － ○ 筑後市 － － － ○ 小値賀町 － － － －

土佐市 － － － ○ 大川市 ○ － － － 熊本県 ○ ○ ○ ○

須崎市 ○ － － － 行橋市 ○ － － － 熊本市 ○ ○ ○ ○

宿毛市 － ○ － － 豊前市 － － － － 八代市 ○ ○ ○ ○

土佐清水市 － － － － 中間市 ○ ○ － ○ 人吉市 ○ ○ ○ ○

四万十市 － － － － 小郡市 － ○ － － 荒尾市 ○ ○ ○ ○

香南市 － － － ○ 佐賀県 ○ ○ － － 水俣市 ○ ○ ○ ○

香美市 － ○ ○ － 佐賀市 ○ － － ○ 玉名市 ○ ○ ○ ○

福岡県 － ○ － ○ 唐津市 － ○ － － 山鹿市 ○ ○ ○ ○

北九州市 ○ ○ ○ ○ 鳥栖市 － － － － 菊池市 ○ ○ ○ ○

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名都道府県 自治体名

任意事業

香川県

福岡県

福岡県

佐賀県

佐賀県

長崎県

熊本県

高知県

愛媛県



平成29年度 任意事業の実施（予定）状況⑩
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宇土市 ○ ○ ○ ○ 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ うるま市 ○ － ○ ○

上天草市 ○ ○ ○ ○ 鹿児島市 ○ － － ○ 宮古島市 － － ○ ○

宇城市 ○ ○ ○ ○ 鹿屋市 ○ － ○ － 南城市 － － ○ ○

阿蘇市 ○ ○ ○ ○ 枕崎市 － － － －

天草市 ○ ○ ○ ○ 阿久根市 ○ － － －

合志市 ○ ○ ○ ○ 出水市 － － － －

大分県 ○ ○ － － 指宿市 － － － －

大分市 ○ ○ － ○ 西之表市 ○ ○ － －

別府市 － － － － 垂水市 － － － ○

中津市 － ○ ○ － 薩摩川内市 ○ ○ － ○

日田市 － ○ ○ － 日置市 ○ － － ○

佐伯市 ○ ○ ○ － 曽於市 － － － ○

臼杵市 ○ ○ － ○ 霧島市 － － － ○

津久見市 － － － － いちき串木野市 － － － －

竹田市 ○ － － － 南さつま市 － － － －

豊後高田市 － ○ － － 志布志市 ○ ○ － －

杵築市 ○ － ○ ○ 奄美市 － ○ ○ ○

宇佐市 － ○ － － 南九州市 － － － －

豊後大野市 － ○ － ○ 伊佐市 － － － －

由布市 ○ ○ － － 姶良市 ○ ○ － ○

国東市 ○ ○ － － 長島町 － － － －

宮崎県 ○ － － － 屋久島町 － － － －

宮崎市 ○ － － ○ 沖縄県 ○ ○ ○ ○

都城市 － － － － 那覇市 － － ○ ○

延岡市 － － － － 宜野湾市 ○ ○ ○ ○

日南市 － － － ○ 石垣市 － － ○ ○

小林市 － ○ － － 浦添市 － － － ○

日向市 － ○ － ○ 名護市 ○ ○ ○ ○

串間市 － － － － 糸満市 － － ○ ○

西都市 － － － － 沖縄市 ○ － ○ ○

えびの市 － － － － 豊見城市 ○ ○ ○ －

沖縄県

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

任意事業

都道府県 自治体名

実施（予定）数計 393 362 256 504

任意事業

就労
準備

家計
相談

一時
生活

学習
支援

鹿児島県

大分県

熊本県

宮崎県

沖縄県


